
（気象庁の地震計、震度計等）

単位

回

実施状況

他機関の取込数 4,829

（地震計、震度計等）

各種の観測地点数

2,348

4

H19年度

回

箇所

活動指標名

注意報・警報の発表回数

（緊急地震速報（警報）、津波注警報）

その他の地震情報の発表回数

（緊急地震速報（予報）、地震情報等）

3,825

831

4,753

事業番号 492

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)

予算事業名 作成責任者

4,861

事業開始
年度

昭和31年地震津波観測

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

1,633

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

上位政策

838

箇所

予算の状況

19年度 21年度

担当部局庁

予算額(補正後）

自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の
提供及び観測・通信体制を充実する

839

担当課室

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　気象庁自らが整備した地震計や震度計等に加え、関係機関が整備した地震計や震度計も活用し、地震観測を実施している。これらのデータを気
象庁本庁及び大阪管区気象台において集約し、24時間体制で監視・解析し、緊急地震速報、津波警報、震度に関する情報等の防災情報を発表す
る。これらの情報は、地震や津波による災害の防止・軽減のために、防災関係機関や報道機関を通じて国民に周知・伝達が行われる。
　さらには、海外で発生した大規模地震に関しても、関係各国と連携し、地震情報や津波情報を発表する。
　また、業務継続を可能にすべく、気象庁本庁・大阪管区気象台の２中枢に集約した地震活動等総合監視システムの更新を行い、大阪管区気象台
では平成21年３月、気象庁本庁では平成21年10月から運用を開始している。

一般会計

関係する計
画、通知等

気象業務法（第3条、第11条、第13条、第15条他）
災害対策基本法(第3条、第8条)

防災基本計画（昭和38年策定）
東海地震対策大綱（平成15年決定）

20年度 23年度要求

1,563

管理課

　国内外の地震活動を観測・監視し、最新の地震学的知見に基づく解析を行い、適時的確に地震動警報（緊急地震速
報）、津波警報や震度に関する情報等の防災情報を発表することにより、地震や津波による災害の防止・軽減に資する。

12

2,6762,987

課長
関田　康雄

H20年度

34

気象庁地震火山部

2,525

H21年度

839

22年度

備　　　考

【予算科目】
・232気象官署施設費 （21年度予算額） （21年度決算見込額）

・95気象官署施設整備に必要な経費
・95191-1202-08　施設施工旅費
・95191-1203-09　施設施工庁費
・95191-1204-15　施設整備費

・233観測予報等業務費
・95自然災害による被害を軽減するための
　　気象情報の充実に必要な経費

・95191-2129-06　諸謝金
・95191-2122-08　職員旅費
・95191-2123-09　観測予報庁費
・95191-2123-09　電子計算機等借料
・95191-2123-09　土地建物借料

76.0%執行率

2,133

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

2,771

支出先は、気象庁自らが行う契約等に基づき支出していることから、明確に把握できている。また、支出に当たっては検
査等を行い実施内容の確認を行っている。

執行額予算の状況
（単位:百万円）

総事業費(執行ベース) ― ― ―

2,907

130.6%118.0%

1百万円

補
　
記

・H19.10　緊急地震速報の一般への提供を開始
・H19.12　気象業務法改正
　             （地震動警報・予報を気象庁が行う警報・予報
　　　　　　　に追加）
・H21.10　津波警報や地震情報等のより迅速な発表を行
　　　　　　うため各管区等のシステムを集約化し運用を
　　　　　　開始。

※平成19年度の執行率が100％を超えたのは、前年度から
繰り越しした425百万円を支出したためである。
※平成20年度の執行率が低いのは、平成20年度916百万
円を翌年度に繰り越ししたためである。
※平成21年度に執行率が100％を超えたのは、前年度から
繰り越しした916百万円を支出したためである。
　（なお、平成21年度予算額のうち、397百万円は翌年度に
繰越している。）

444百万円 189百万円
3百万円

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

　地震や津波による災害の防止・軽減に資する地震動警報（緊急地震速報）、津波警報や、地震発生直後からの国や防災関係機関の初動体制の確
立のための震度に関する情報の発表を迅速・的確に実施するため、24時間常時監視を実施していくことが必要不可欠であり、このためには全国に
配置した地震計や各種システムを安定的に稼働させることが重要である。
　一方、部外機関が進めている海底地震・津波観測データをリアルタイムで活用することで効果的な観測・監視体制が図られるか検討するとともに、
調達の一層の競争性の確保など、効率的、効果的な予算執行に努める。

（20年以上経過した事務事業の廃止を前提とする検証）本事業は、地震や津波による災害の防止・軽減に資する地震動警報（緊急地震速報）、津波
警報や、地震発生直後からの国や防災関係機関の初動体制の確立のための震度に関する情報の発表を迅速・的確に実施するためのものであるこ
とから、引き続き、事業としては継続する必要があるが、他機関との連携を強化し、自己浮上式海底地震計による機動観測等の見直しを行うこととす
る。

4百万円

441百万円 184百万円

1,189百万円 1,944百万円

【一部改善】
他の機関との連携を強化し、自己浮上式海底地震計による機動観測を見直すべき。その他、調達についても一般競争入札を基本
とした契約に可能な限り改め、コスト縮減に努める。

1,082百万円 1,839百万円

0百万円 1百万円

1百万円
17百万円 17百万円

81百万円 81百万円
8百万円 6百万円

　　　　　合　　　　　　　　　計

繰越している。）

1,633百万円 2,133百万円



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

気 象 庁 
2,133百万円 

A．民間事業者（2社）  
 390百万円 

Ｂ．民間事業者 （16社） 
966百万円 

【総合評価入札】 

【一般競争入札】 

【随意契約】 

Ｃ．民間事業者 （51社） 
496百万円 

Ｅ．管区気象台等（8機関）  
 259百万円 

本庁が発注した地震活動等総

合監視システムの設計及び処

理プログラムの製作 等 

本庁が発注した計測震度計検

定装置の製作及び取付調整 

等 

本庁が発注した地震活動等総

合監視システムの保守 等 

計画に基づく各点検調整等

の実施 

地震津波観測

に係る企画立

案及び事業の

実施 

Ｄ．地方公共団体等 （30者） 
443千円※ 

観測敷地提供 

【一般競争入札】 

Ｆ．民間事業者 （5社） 
23百万円 

管区気象台が発注した震度観測

局舎移設待受工事 等 

【随意契約】 

Ｇ．民間事業者 （113社） 
230百万円 

管区気象台が発注した津波地震

※少額のため千円単位 

【随意契約】 

気 象 庁 
2,133百万円 

A．民間事業者（2社）  
 390百万円 

Ｂ．民間事業者 （16社） 
966百万円 

【総合評価入札】 

【一般競争入札】 

【随意契約】 

旅 費 
21百万円 

Ｃ．民間事業者 （51社） 
496百万円 

Ｅ．管区気象台等（8機関）  
 259百万円 

本庁が発注した地震活動等総

合監視システムの設計及び処

理プログラムの製作 等 

本庁が発注した計測震度計検

定装置の製作及び取付調整 

等 

本庁が発注した地震活動等総

合監視システムの保守 等 

計画に基づく各点検調整等

の実施 

地震津波観測

に係る企画立

案及び事業の

実施 

諸謝金 
1百万円 

Ｄ．地方公共団体等 （30者） 
443千円※ 

観測敷地提供 

【一般競争入札】 

Ｆ．民間事業者 （5社） 
23百万円 

管区気象台が発注した震度観測

局舎移設待受工事 等 

【随意契約】 

Ｇ．民間事業者 （113社） 
230百万円 

管区気象台が発注した津波地震

早期検知網・多機能型地震計・

ＤＣＰ装置点検及び調整 等 

Ｈ．地方公共団体等 （321者） 
6百万円 

観測敷地提供 

【随意契約】

※少額のため千円単位 

【随意契約】 



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れている者につ

費　目 使　途
金　額

(百万円）

Ａ．日本電気㈱ Ｆ．㈱泰功建設

使　途
金　額

(百万円）

雑役務費
地震活動等総合監視システムの
設計及び処理ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの製作等

199

雑役務費
地震活動等総合監視システムの
取付調整

53

工事費 6
地震火山課現業室及び通信課Ｍ
ＤＦ室ＯＡフロアーほか工事

計 252 6

Ｂ．明星電気㈱

費　目 使　途
金　額

(百万円）

雑役務費
津波地震早期検知網・多機能型地
震計・ＤＣＰ装置点検及び調整　等

費　目

1
発動発電機起動等環境監視装置
の製作

雑役務費 備品費

費　目

計

131

Ｇ．明星電気㈱

使　途

備品費 計測震度計検定装置の製作　等 480

金　額
(百万円）

計測震度計検定装置の取付調整　等 23

計 132計 503れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

計 132

Ｃ．日本電気㈱

費　目 使　途

計 503

雑役務費 地震活動等総合監視システム保守　等 162

計

使　途 費　目
金　額

(百万円）
使　途

Ｅ．東京管区気象台

計 162

工事費 地震観測施設整備 36

金　額
(百万円）

雑役務費 津波地震早期検知網・多機能型地震
計・ＤＣＰ装置点検及び調整　等

49

費　目

備品費 発動発電機起動等環境監視装置
製作

1

消耗品費
地震・火山観測装置用蓄電池等の
購入　等

4

90 計計

金　額
(百万円）

使　途
金　額

(百万円）
費　目



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（千円）

1 日本電気㈱ 252 1 神戸市 87

2 ＮＥＣキャピタルソリューション㈱ 138 2 東京都七生福祉園 64

3 3 加古川市 49

4 4 個人 29

5 5 東日本電信電話㈱ 29

6 6 三田市 28

7 7 長崎市 20

8 8 諫早市 18

9 9 相生市 18

10 10 朝来市 14

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 明星電気㈱ 503 1 東京管区気象台 90

2 ㈱高見沢サイバネティックス 343 2 福岡管区気象台 45

3 ㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 40 3 大阪管区気象台 38

4 ㈱トータルメディア開発研究所 16 4 仙台管区気象台 26

4 ㈱桜電社 15 5 札幌管区気象台 25

Ａ．民間事業者（2社）　390百万円 Ｄ．地方公共団体等（30者）　　443千円

Ｂ．民間事業者（16社）　966百万円 Ｅ．管区気象台（8機関）　　259百万円

4 ㈱桜電社 15 5 札幌管区気象台 25

5 デジタルテクノロジー㈱ 10 6 沖縄気象台 22

6 新日本建販㈱ 8 7 気象研究所 7

7 ㈱岩崎 7 8 気象衛星センター 6

8 ビクターアークス㈱ 7 9

9 ㈱セイワビジネスサプライズ 5 10

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 日本電気㈱ 162 1 ㈱泰功建設 6

2 明星電気㈱ 125 2 ㈱アスピア 5

3 日本電子計算機㈱ 115 3 ㈱中村建設 4

4 ＮＥＣキャピタルソリューション㈱ 48 4 新晃電気㈱ 4

5 富士通㈱ 20 5 丸福建設㈱ 4

6 ㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 10 6

7 (財)日本気象協会 2 7

8 ㈲サンブリッジ 1 8

9 サイスモテック㈱ 1 9

10 ㈱ソニック 1 10

Ｆ．民間事業者（5社）　23百万円Ｃ．民間事業者（51社）　　496百万円　



№ 支出先
金額

（百万円）

1 明星電気㈱ 132

2 日本電気㈱ 16

3 ㈱ミツトヨ 5

4 新成建設㈱ 5

5 ㈱森田電気 5

6 釘ヶ浦建設㈱ 3

7 和光電気商会 3

8 ㈱興建設 3

9 菅谷電気工事㈱ 3

10 ㈲翔南建設 3

№ 支出先
金額

（千円）

1 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱ 357

2 江戸川区 190

3 国分寺市 164

4 川崎市 114

5 飯能市 102

Ｈ．地方公共団体等（321者）　6百万円

Ｇ．民間事業者（113社）　230百万円

5 飯能市 102

6 北海道大学 85

7 防府市 84

8 香川県 78

9 郡山市 68

10 出雲市 66
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